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HACCPに沿った衛生管理

営業許可制度の見直し・営業届出制度の創設



HACCPに沿った衛生管理の制度化の全体像①

食品衛生上の危害の発生を防止するために
特に重要な工程を管理するための取組

（HACCPに基づく衛生管理）

コーデックスのHACCP７原則に基づき、食品等
事業者自らが、使用する原材料や製造方法等に
応じ、計画を作成し、管理を行う。

【対象事業者】
大規模事業者
と畜場［と畜場設置者、と畜場管理者、と畜業者］
食鳥処理場［食鳥処理業者（認定小規模食鳥処理
業者を除く。）］

取り扱う食品の特性等に応じた取組
（HACCPの考え方を取り入れた衛生管理）

各業界団体が作成する手引書を参考に、簡略
化されたアプローチによる衛生管理を行う。

【対象事業者】
小規模な営業者等

対EU・対米国等輸出対応
（HACCP＋α）

HACCPに基づく衛生管理に加え、輸入国が求める施設
基準や追加的な要件（微生物検査や残留動物薬モニタ
リングの実施等）に合致する必要がある。

全ての食品等事業者（食品の製造・加工、調理、販売等）が衛生管理計画を作成
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（※詳細は４ページ）



HACCPに沿った衛生管理の制度化の全体像②

学校や病院等の営業ではない集団給食施設もHACCPに沿った衛生
管理を実施しなければなりません。（※１回の提供食数が20食程度未満
の施設は衛生管理計画の作成は不要。）

公衆衛生に与える影響が少ない営業については、衛生管理計画の作成
及び衛生管理の実施状況の記録とその保存を行う必要はありません。

農業及び水産業における食品の採取業はHACCPに沿った
衛生管理の制度化の対象外です。

全ての食品等事業者（食品の製造・加工、調理、販売等）が衛生管理計画を作成

食品又は添加物の輸入業
食品又は添加物の貯蔵又は運搬のみをする営業（ただし、冷凍・冷蔵倉庫業は除く。）
常温で長期間保存しても腐敗、変敗その他品質の劣化による食品衛生上の危害の
発生の恐れがない包装食品の販売業
器具容器包装の輸入又は販売業
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小規模な営業者等

食品を製造し、又は加工する営業者であって、食品を製造し、又は加工する
施設に併設され、又は隣接した店舗においてその施設で製造し、又は加工し
た食品の全部又は大部分を小売販売するもの（例：菓子の製造販売、豆腐の製造販

売、食肉の販売、魚介類の販売等）

飲食店営業又は喫茶店営業を行う者その他の食品を調理する営業者（そうざ

い製造業、パン製造業（消費期限が概ね5日程度のもの）、学校・病院等の営業以外の集団給
食施設、調理機能を有する自動販売機を含む。）

容器包装に入れられ、又は容器包装で包まれた食品のみを貯蔵し、運搬し、
又は販売する営業者（例：包装されたアイスクリームの貯蔵、運搬、販売等）

食品を分割して容器包装に入れ、又は容器包装で包み小売販売する営業者
（例：八百屋、米屋、コーヒーの量り売り等）

食品を製造し、加工し、貯蔵し、販売し、又は処理する営業を行う者のうち、
食品等の取扱いに従事する者の数が50人未満である事業場（事務職員等の食

品の取扱いに直接従事しない者はカウントしない。）

【参考】 従業員数の算出方法の一例
○一の事業所における各月の一日あたり平均従事者数＝（１ヶ月の従事者全員の労働時間
合計）÷｛（１ヶ月の歴日数（30日程度）÷７（日）×５（日）｝÷８（時間）
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業界団体が作成した主な手引書

一般飲食店 菓子製造 食肉販売 水産物小売 青果物小売

ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ そうざい製造 漬物製造 旅館・ホテル 農産物直売所

厚生労働省ホームページで公表（85業種：令和２年７月７日現在）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000179028_00003.html
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小規模営業者等が実施すること

① 手引書の解説を読み、
自分の業種・業態では、
何が危害要因となるか
を理解する。

② 手引書のひな形を利用
して、衛生管理計画と
（必要に応じて）手順書
を準備する。

③ その内容を従業員に
周知する。

④ 手引書の記録様式を
利用して、衛生管理の
実施状況を記録する。

⑤ 手引書で推奨された期
間、記録を保存する。

⑥ 記録等を定期的に振り
返り、必要に応じて衛
生管理計画や手順書
の内容を見直す。

記録用紙
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営業許可制度の見直し及び営業届出制度の創設

営業（者）の定義（食品衛生法第４条第７項及び第８項）
営業とは、業として、食品若しくは添加物を採取し、製造し、輸入し、加工し、調理し、貯蔵し、
運搬し、若しくは販売すること又は器具若しくは容器包装を製造し、輸入し、若しくは販売する
ことをいう。ただし、農業及び水産業における食品の採取業は含まない。
営業者とは、営業を営む人又は法人。

要許可業種

３４の製造業、販売業、飲食業等

＜問題点＞
昭和４７年以降、見直しがなされておらず、
実態に合っていない。

要許可業種以外

＜問題点＞
一部の自治体は条例等で届出制度があ
るものの、それ以外の自治体では把握す
る仕組みがない。

営業者

要許可業種

製造業、調理業、加工を伴う販売業等、
３２業種に再編

要届出業種

営業者は届出対象

温度管理等が必要な包装食品の販売業、
冷蔵冷凍倉庫業等

常温で保存可能な包装食品のみの販売等

届出対象外

営業者
現行 改正後

高

低

公
衆
衛
生
へ
の
影
響

食中毒のリスク等に
より、関係者の意見
を聞いて整理
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営業許可業種の見直し（主な変更点）

新設する業種

• 水産製品製造業（魚肉ねり製品を含む）
• 食品の小分け業

• 漬物製造業
• 液卵製造業

統合し、１業種での対象食品を拡大する業種

• 飲食店営業（喫茶店営業を含む）
• 菓子製造業（あん類製造業を含む）
• みそ又はしょうゆ製造業（みそ加工品･しょうゆ加工品を含む）
• 食用油脂製造業（マーガリン又はショートニング製造業を含む）
• 複合型そうざい製造業※

• 複合型冷凍食品製造業※

再編する業種

• 密封包装食品製造業（缶詰、瓶詰等の密封包装食品のうち、リスク
の高い低酸性食品に限定して許可対象とする）

• 冷凍食品製造業（冷凍食品（そうざいの冷凍品）の製造）

許可から届出に移行する業種

一部の業態が許可から届出に移行する業種

• 食肉販売業（包装食品のみを販売する場合）
• 魚介類販売業（包装食品のみを販売する場合）
• コップ式自動販売機（屋内設置等、一定の要件を満たす場合）

廃止する業種

• 乳酸菌飲料製造業（乳処理業、乳製品製造業、清涼飲料水製造業
の許可で対応）

• ソース類製造業（密封包装食品製造業又は届出の対象）
• 缶詰又は瓶詰食品製造業

現行の３４許可業種（政令）

①飲食店営業
②喫茶店営業
③菓子製造業
④あん類製造業
⑤アイスクリーム類製造業
⑥乳処理業
⑦特別牛乳搾取処理業
⑧乳製品製造業
⑨集乳業
⑩乳類販売業
⑪食肉処理業
⑫食肉販売業
⑬食肉製品製造業
⑭魚介類販売業
⑮魚介類せり売営業
⑯魚肉ねり製品製造業
⑰食品の冷凍又は冷蔵業
⑱食品の放射線照射業

⑲清涼飲料水製造業
⑳乳酸菌飲料製造業
㉑氷雪製造業
㉒氷雪販売業
㉓食用油脂製造業
㉔マーガリン又はショート
㉔ニング製造業
㉕みそ製造業
㉖醤油製造業
㉗ソース類製造業
㉘酒類製造業
㉙豆腐製造業
㉚納豆製造業
㉛めん類製造業
㉜そうざい製造業
㉝缶詰又は瓶詰食品製造業
㉞添加物製造業

• 乳類販売業 • 氷雪販売業 • 冷凍又は冷蔵業（保管業）

※HACCPに基づく衛生管理を前提として、菓子、
※そうざい、麺類等、多品目への対応可

３２の許可業種に再編
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営業届出制度の創設

旧許可業種であった営業

① 魚介類販売業（包装魚介類のみ販売）
② 食肉販売業（包装食肉のみ販売）
③ 乳類販売業
④ 氷雪販売業
⑤ コップ式自動販売機（自動洗浄・屋内設置）※1

販売業

① 弁当販売業
② 野菜果物販売業
③ 米穀類販売業
④ 通信販売・訪問販売による販売業
⑤ コンビニエンスストア
⑥ 百貨店 、総合スーパー
⑦ 自動販売機による販売業
⑧ （コップ式自動販売機（洗浄・屋内設置） を除く。）
⑧ その他食料・飲料販売業

製造・加工業

① 添加物製造 ・加工業（規格が定められた添加物の製造を除く。）
② いわゆる健康食品の製造 ・加工業
③ コーヒー製造 ・加工業（飲料の製造を除く。）
④ 農産保存食料品製造 ・加工業
⑤ 調味料製造 ・加工業
⑥ 糖類製造 ・加工業
⑦ 精穀・製粉業
⑧ 製茶業
⑨ 海藻製造 ・加工業
⑩ 卵選別包装業
⑪ その他食料品製造 ・加工業

上記以外のもの※2

① 行商
② 集団給食施設
③ 器具、容器包装の製造・加工業 （合成樹脂が使用された器具又

は容器包装の製造、加工に限る。）※3

④ 露店、仮設店舗等における飲食の提供のうち、営業とみなされな
いもの

⑤ その他

全ての食品等事業者にHACCPに沿った衛生管理が制度化されたことに伴い、対象事業者を把握できるよう、
営業許可の対象となっていない業種を営む営業者は、管轄の保健所に届出をする必要があります。
届出する内容は、届出者の氏名、施設の所在地、営業の形態、主として取り扱う食品等に関する情報、食品
衛生責任者の氏名です。
許可とは異なり、要件（施設基準）はありません。更新の必要もありません。
施行は令和３年６月１日からです。既に営業中の事業者は施行から６ヶ月以内（令和３年１２月１日まで）に届
出してください。
公衆衛生に与える影響が少ない営業等（詳細は３ページ）については、営業の届出は不要です。

※1 旧許可業種で喫茶店営業と区分されていた業種。
※2 改正法第68条第3項において準用されるものを含む。
※3 合成樹脂以外の器具容器包装の製造業は届出不要。
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施行スケジュール・経過措置

＜営業許可制度の見直し＞

許可を取得（更新）
（令和2年7月1日）

第3次施行日
（令和3年6月1日）

期限終了
（令和9年6月30日）経過措置期間

旧食品衛生法に基づく飲食店営業の許可 新食品衛生法に基づく営業許可

第3次施行日
（令和3年6月1日）

経過措置期間終了
（令和6年5月31日）経過措置期間

新食品衛生法に基づく営業許可新食品衛生法に基づく許可申請

主な経過措置①
業種区分が存続する営業者は、第３次施行後も、本来の有効期間の満了まで、新規の許可取得は不要。

例：Ａ県において飲食店営業の許可（期限7年）を令和2年7月1日に取得（更新）した場合

主な経過措置②
今回の改正に新たに営業許可業種に指定される業種については、第３次施行の時点で既に営業している
者に関しては、営業許可の取得に３年間の猶予期間を設ける。

例：Ａ県において漬物製造業の許可を取得する場合

＜HACCPに沿った衛生管理＞

周知期間

令和２年６月１日
• 施行（１年間の経過措置あり）
• 営業者はHACCPに沿った衛生

管理の導入を進める。
• 現行の基準を遵守できていれば

違反とならない。

令和３年６月１日
• 完全施行
• 営業者はHACCPに沿った

衛生管理を実施
• 保健所は許可の更新時や

定期的な立入時等に実施
状況を確認する。

• 条例等の整備
• 手引書の整備
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（資料２ 別紙）








